L\u27essai sur le répit d’achèvement de prescription by 香川 崇



















































































険金受取人の地位確認請求権と保険金請求権（大判昭和 5年 6 月 27 日民集 9
巻 619 頁）等），②権利 Bが権利 Aに通常伴う権利であった場合（手形金請求
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新 147 条乃至 149 条による完成猶予については，これらの条文によって，裁
判上の催告に関する判例法理が明文化，制度化されたとする説がある 43。これ
は，法制審の部会資料 69Aの説明に忠実な解釈といえよう。



































































2005 年 9 月に司法大臣に提出された『債権法改正準備草案』において，マ
ロリーは新たな時効法を提案した（以下では，この草案中の時効法部分のこと
を「マロリー草案」と呼ぶ）。マロリーは，『債権法改正準備草案』において，
普通時効期間を 3年に短縮する（マロリー草案 2274 条）。そして，「時効は，
訴訟中，その終了まで停止する。」（同 2267 条）として，裁判上の呼出しとレ
フェレの訴え提起を停止事由に変更することを提案した。マロリーによれば，












中断する。」とし（2241 条 1 項），裁判上の請求による時効中断の効力が訴訟


























































PECLは，一般の時効期間を 3年とする（第 14：201 条）。そして，訴え提
起を停止事由（第 14：302 条）とし，確定判決によって確定された債権につい
ては 10 年の時効が適用されるとする（第 14：202 条）。
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PECLの影響を受けたものといえよう。もっとも，PECLは訴え提起等を進





かるとしつつも，新 147 条 2 項は，確定判決又は確定判決と同一の効力を有す
るものによる権利確定を時効の更新事由としている。
また，強制執行についても独自の規定を定める。PECLは，強制執行の申






に関する改正前 149 条の規律を改め，裁判上の請求による完成猶予（新 147 条
1 項）と確定判決等による更新（同条 2項）へと改めている。これと平仄を合
わせるため，強制執行に関する中断の規律も，強制執行の申立てによる完成猶
















































められる。そこで，第 147 条乃至 149 条は，訴訟手続と差押え等の手続が，裁
判所が主宰する手続でその進行の主導権が裁判所にあること，当事者が裁判所
に判断を委ねていることに着目して，信義則を根拠に，権利行使の意思の継続




新 147 条乃至 149 条による権利行使の意思の継続擬制は，当事者が裁判所に
判断を委ねていることを前提としていた。このことからすれば，裁判上の請求









あった。そうすると，新 147 条乃至 149 条によって明文化された裁判上の催告
506
－293 （     ）－
は，従来の判例のうち①類型に留まるものと解せられる。それゆえ，②類型に
関する裁判上の催告法理は，効力を中断から完成猶予に改めることになるもの
の（新 150 条 1 項），実質的に維持されることとなろう 64。
（３）再度の裁判上の請求の効力



















大8･6･30民録 25輯 1200頁）を明文化したものであると説明される 66。つまり，
新 150 条 2 項の趣旨は，権利者主導による永続的な時効の完成妨害の抑止であ
ると考えられる。
新 147 条乃至 149 条の手続を終了させる事由のうち，訴えや申立ての取下げ
507
－294 （     ）－
は権利者の判断に委ねられている。権利者は，これらを繰り返すことで容易に
時効の完成を妨害することが可能であり，権利者主導による永続的な時効の完
成妨害の抑止という新 150 条 2 項の趣旨が妥当する。それゆえ，新 147 条乃至
149 条による 6か月の完成猶予期間内において，再度，新 147 条乃至 149 条各
号所掲の事由がなされたものの，それが取下げによって終了した場合には，再
度の請求に対して新 147 条乃至 149 条が適用されないこととなる。
他方，請求の却下や棄却は権利者の判断に委ねられていない。それゆえ，新
147 条乃至 149 条による 6か月の完成猶予期間内において，再度，新 147 条乃
至 149 条各号所掲の事由がなされたものの，再度の請求が却下又は棄却された
場合には，再度の請求に対して新 147 条乃至 149 条が適用されることとなろ
う 67。
４　新 147 条，148 条，152 条による時効の更新
法制審の議論で見たように，更新の基礎，とりわけ，新 148 条 2 項の基礎に
ついては，権利確定説の観点から捉えるのか，権利行使説の観点から捉えるの
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また，民事執行法は，担保権の実行につき債務名義を必要とせず，民事執行
法 181 条 1 項 1 号乃至 3号，同法同条 2項及び同法同条 3項に規定された法定
文書（以下，法定文書という）で足りるとしている。もっとも，民事執行法は，
「担保権を証する文書プラス実体異議・実体抗告の許容プラス公信的効果（民
事執行法 184 条・193 条 2 項）」をもって債務名義の機能に代替させている 70。
それゆえ，新 148 条 1 項 2 号，3号における更新の基礎とは，（α）民事執行法





権利行使説的に新 148 条 2 項の更新を捉えるとするならば，新 148 条 1 項各
号所掲の手続が，新 147 条および新 149 条所掲の手続とは異なる重要な手続で
あることを論証する必要があろう。
そもそも，時効は，権利に基づいてあるべき状態と現実の事実状態が食い違
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七　おわりに
本稿では，新時効法における更新の解釈に対する展望を示すに留まった。ま
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